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Ⅰ

⚫ 総合的に国際文化交流を実施する日本で唯一の専門機関
⚫ 1972年（昭和47年）年10月に外務省所管特殊法人として設立
⚫ 2003年（平成15年）10月に独立行政法人に移行

国際交流基金の３つの活動領域

文化芸術交流 日本語教育 日本研究・国際対話

©井田裕基
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Ⅱ
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Ⅱ

派遣先での主な活動

派遣先
主にASEAN諸国の中等教育機関
※派遣先によって異なる。

対象年生
満20歳～69歳
※対象年齢が最も幅広い場合。派遣先によって異なる。

資格要件
日本語教育の資格や経験は不問
※派遣先によっては学歴要件がある。

☞幅広い層が応募可能

主な応募要件
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Ⅱ

・2014年度～2023年度の10年間で派遣された日本語パートナーズは延べ3,000人以上
・現職の自治体職員や学校教員も「自己啓発等休業制度」を活用して活動に参加
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Ⅱ

2024年度募集情報（参考）
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Ⅱ

（例）国際交流協会の日本語教室等でのボランティア活動、
小・中学校の外国人児童・生徒への学習支援

（例）派遣先国の言語による通訳・翻訳サポート
「やさしい日本語」による各種講座の講師担当

（例）地元の学校における派遣先国での活動紹介（出前講座）
地域の国際交流イベント等への参加

帰国後の活躍事例

地域の外国人住民に対する日本語学習支援

地域の外国人住民に対する生活サポート支援

地域における国際理解・多文化共生・観光客誘致への貢献

在住インドネシア人と中学・高校を訪問する
異文化理解出前講座（岡山県）

「やさしい日本語」による防災講座（徳島県）

帰国後のフォローアップ事業例

多文化共生分野で活躍したい日本語パートナーズ
経験者のためのステップアップ・ワークショップ

それぞれが目標を見つけ、
帰国後も新たなチャレンジを

続けています



ウェブサイト・SNS・お問合せⅢ
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ウェブサイト・SNS・お問合せⅢ
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月1～2回配信で

注目のトピックをお届けします！

Facebook X（旧Twitter）

国際交流基金 

日本語パートナーズ派遣事業

@NihongoPartners

日本語パートナーズ派遣事業

（国際交流基金日本語パートナーズ事業部）

メールマガジン

募集・応募に関するお問い合わせ：

nihongopartners@jpf.go.jp 
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